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出典：燃料電池　Vol.1 No.1 （2001.7）燃料電池開発情報センター
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東陶機器株式会社　インタビュー結果

ディスポーザシステムの開発動向について

（１）原燃料 ・ディスポーザーにより、生ごみのみを収集する。ディスポーザーの構造上、ガラスや金属片、プラスチッ

ク等は分別される。

・1人あたりのごみ排出量は、約 1kg/人/日（湿重量・水分 80%）であるが、そのうち生ごみは、約 250g/人
/日を占める。

（２）システムの規模・形態 ・ディスポーザーシステムは、ディスポーザーと専用排水配管、排水処理施設の組み合わせからなり、オン
サイトで分別濃縮ができるシステムである。

・現在は、集合住宅や業務用（病院、老人ホーム、学校給食施設向け等）のディスポーザーシステムが多い

が、5年程度後には、戸建住宅への導入も視野に入れている。
・リサイクルについては、現状の殆どのディスポーザーシステムでは考慮されていない。

・大規模なまとまりのあるエリア（大型スーパー、食品工場、マンション併設の複合ビル等）では、オンサ

イト型のリサイクルが可能であろう。F/Sを 1～2年で行う予定である。一方、オフサイト型の広域リサイ
クルの場合、発生源と利用者が異なるため、再資源化工場を設置するサイト等の問題が生じる。

（３）システムの規模設計の考え

方

・ディスポーザーの規模は、排出される生ごみの量により決定される。

・ディスポーザー活用は平成 2年度水質汚濁防止法改正における国民の責務の台所対策と逆行することを踏
まえて下水道では BOD300mg/l 以下、SS300mg/l以下、n-Hex30mg/l以下として負荷を高めない、浄化
槽と接続する場合は BOD10mg/l 以下、T-N10mg/l 以下、T-P1mg/l 以下の性能を有する高度処理浄化槽
とするということで現状運営されていることに準ずる。

（４）システムの立地条件の考え

方

・人口集約(下水道地域、集落排水処理、浄化槽、未整備)とごみ量集約(戸建住宅、集合住宅、コンビニ等小
売業、レストラン等小規模事務所、食品工場)によるマトリクスによりシステム導入の条件が整理される。
・集合住宅では、システムがユーザーに与える利便性が高いため、人口集約に関わらず、導入が可能である

と考えられる。一方の戸建住宅では、オンサイトでは技術的な課題があり、オフサイトは技術的に可能で、

既に試行が開始されようとしている（現行ディスポーザシステム＋汚泥濃縮移送＋既存コンポスト工場）。

・集落排水処理、浄化槽の場合は、排水処理施設でディスポーザー排水負荷対応設計を行い、認証審査を受

けることでディスポーザーを直接設置することも可能である。

・下水道地域は、さらに詳細なセグメントに分類できる。例えば、大都市圏には下水道に余裕がないため難

しいが、地方では、下水処理能力に余裕があれば、ディスポーザーから直接下水道に放流することも可能

と考えられる（北海道歌登町の事例）。但し、下水管路への影響等検証、技術確立すべき課題は多く、制度

上も現時点では許可されていない。
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・食品工場（産廃）では、夾雑物質の混入のない品位の良い有機性廃棄物から選択的にリサイクルされてい

る。一方、コンビニ等小売業、レストラン等小規模事務所等の流通部門では、夾雑物質（包装材等）の混

入、腐敗劣化等の再生原料としての品位の低さへの対応技術がリサイクル推進のカギとなる。

（５）システムの効率 ・検討中である。データは多くはないと考えられる。

（６）システムの耐久性 ・電気製品部は一般的に耐用年数７～10年。LC-CO2試算の場合は「10年」を適用している。

（７）システムのメンテナンス ・ディスポーザーシステムでは設置認可の関係上、規模に関わらず、月 1 回の管理が必要である。大規模な
ディスポーザーシステムでは、管理費用（電力、水質分析、汚泥処理等）が 1,000円/戸以下であるが、戸
建においても同頻度の検査が必要なため、各戸のコストは大規模システムの場合よりも高くなる。このよ

うな点も戸建におけるディスポーザーシステムの普及が遅れる原因であろう。

（８）システムのセールスポイン
ト

・ディスポーザーシステム（オンサイト分別濃縮システム）により、原料安定性の欠如（腐敗による品質劣

化、異物の混入）、収集コスト高（多くが「少量分散型排出」のため量の確保が困難）の課題が解決される。

・広域回収再資源化工場が実現した場合は、スケールメリットによる再生コストの削減が可能となる。

・九工大、北九州市環境局、TOTO 共同研究で行ったケーススタディでは、オンサイト分別濃縮システムと
広域回収再資源化工場のハード開発、及びリサイクル情報ネットワークのソフト開発を組み合わせた有機

質資源リサイクルネットワーク構想が実現した場合、社会システムとしての総コストの削減が可能となる

結果が出た。このスタディでは、根拠となる LC-CO2のインベントリ分析も行っている。

（９）システムの開発・販売のス

ケジュール

・現状では、新設の集合住宅への設置が多いが、今後は既存の建物への設置も検討する。

（10）システムの将来性 ・ディスポーザーシステム（一次処理システム）は、その費用対効果がユーザーにとって納得できるもので

あるため、急速に普及していると考えられる。一方、リサイクルのための移送・2 次処理システムについ
ては、特にユーザーにとっての便益が生じないため、行政サービスによる対応が適切である。現状では焼

却しているものをリサイクルすることで、社会的なトータルコストが削減されることが望ましい。

（11）システムの開発・販売にお
ける残された課題

・一般廃棄物扱いの生ごみを取り扱う上での法的な対応が課題である。現状では、免許取得業者以外には取

り扱うことができない。また、自区内処理の原則がある。廃掃法の改正により、これらの状況が変化する

可能性もある。

・リサイクル品の品質確保、あるいはリサイクル業者の能力の担保を行う仕組みが課題となる。

・メタン発酵等の検討については、大阪府大と共同で研究中である。

（12）その他 ・有機性廃棄物の適正なリサイクルを支援するため、（財）有機質資源再生センターが設置される。同センタ

ーでは、資源循環に関する情報管理を行う資源循環事業や、適正業者の認定、リサイクル品の品質基準の

策定を行う技術認証事業、及び自治体とのリサイクル情報の交換を行う循環社会研究所事業を行う。
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ディスポーザシステム排水処理部への流入排水負荷と要求処理水質

流入排水負荷 要求処理水質

排水量 35L･人-1･日-1 35L･人-1･日-1

BOD 1300mg･L-1 300mg･L-1以下

SS 1340mg･L-1 300mg･L-1以下

n-Hex 160mg･L-1 30mg･L-1以下

出典：清水康利、松原義治、小川正昇：生ごみディスポーザ処理システムの普及と

これからの展望　第 5 回日本水環境学会シンポジウム、pp.113-114,2002

ディスポーザ

搬送用排水管

排水処理装置

臭突管

ディスポーザシステム概略
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